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海外労働事情

若年者雇用の主要争点と政策的対応
――第 13 回日韓ワークショップ

国際研究部
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少
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齢
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題
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労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
（
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
）
は
二
○
一
三
年
六
月
一
四
日
、
韓
国
ソ
ウ

ル
に
お
い
て
、
韓
国
労
働
研
究
院
（
Ｋ
Ｌ
Ｉ
）
と
共
催
で
日
韓
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
開
催
し
た
。

本
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
は
、
日
韓
の
労
働
政
策
研
究
機
関
が
相
互
に
共
通
す
る
課
題
を
テ
ー
マ
に
、

毎
年
持
ち
回
り
で
開
催
し
て
い
る
。
第
一
三
回
目
の
今
回
は
、「
若
年
者
雇
用
の
主
要
争
点
と

政
策
的
対
応
」
を
テ
ー
マ
に
、
両
国
と
も
に
大
変
厳
し
い
状
況
に
あ
る
若
年
者
雇
用
の
現
状

と
政
策
課
題
に
つ
い
て
、
両
研
究
機
関
の
研
究
者
が
報
告
す
る
と
と
も
に
、
韓
国
の
政
労
使

関
係
者
を
交
え
て
議
論
し
た
。
各
報
告
の
概
要
を
紹
介
す
る
。

高
齢
化
の
進
展
と
将
来
見
通
し

　

日
本
の
高
齢
化
率
（
六
五
歳
以
上
の
人
口

比
率
）
は
、
二
〇
一
二
年
一
〇
月
時
点
で
二

四
・
一
％
で
あ
り
、
二
〇
六
〇
年
に
は
三
九
・

九
％
に
達
す
る
と
予
想
さ
れ
る
。

　

日
本
の
高
齢
化
は
量（
高
齢
化
率
）、質（
長

寿
化
）、
速
さ
（
高
齢
化
の
ス
ピ
ー
ド
）
す

べ
て
に
お
い
て
、
世
界
で
も
過
去
に
例
が
な

い
水
準
で
進
ん
で
い
る
。
人
口
構
造
の
変
化

に
よ
り
、
今
後
、
社
会
が
急
速
に
様
変
わ
り

し
、
現
在
の
若
年
者
は
、
現
在
の
高
齢
者
が

た
ど
っ
て
き
た
の
と
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
点
で

様
相
が
異
な
る
職
業
人
生
を
歩
む
こ
と
に
な

る
と
考
え
ら
れ
る
。
加
え
て
、
経
済
社
会
の

変
化
に
伴
い
、
働
く
環
境
が
こ
の
二
〇
年
ほ

ど
の
間
に
大
き
く
様
変
わ
り
し
、
上
の
世
代

と
比
較
し
て
、
労
働
市
場
へ
の
新
規
参
入
者

で
あ
る
若
年
者
に
そ
の
影
響
が
顕
著
に
お
よ

ん
で
い
る
。

若
年
者
雇
用
問
題
の
現
状
と
課
題

　

少
子
高
齢
化
が
急
速
に
進
行
す
る
日
本
に

お
い
て
、
若
年
者
の
就
職
難
が
大
き
な
社
会

問
題
と
な
っ
て
い
る
。
若
年
者
問
題
と
高
齢

者
問
題
は
地
続
き
で
あ
り
、
若
年
者
が
高
齢

期
に
到
達
し
た
時
点
の
雇
用
の
姿
を
想
定
し
、

長
期
的
な
視
点
か
ら
若
年
者
雇

用
対
策
や
キ
ャ
リ
ア
形
成
支
援

を
考
え
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　

高
学
歴
化
に
よ
り
、
就
職
者
に

占
め
る
大
学
等
の
卒
業
者
の
比

率
は
一
九
七
〇
年
に
は
約
二
割

で
あ
っ
た
の
が
、
二
〇
一
〇
年
に

は
全
体
の
八
割
が
専
門
学
校
以

上
の
卒
業
者
と
な
っ
て
い
る
（
図

表
１
）。
新
規
大
卒
者
の
う
ち
就

職
す
る
者
の
比
率
は
長
期
的
に

低
下
し
、
若
年
層
の
失
業
率
が
他

の
年
齢
層
と
比
較
し
て
著
し
く

急
激
に
上
昇
し
て
い
る
（
図
表

２
）。
さ
ら
に
短
時
間
労
働
者
、

非
正
規
労
働
者
の
比
率
が
急
速

に
上
昇
し
、
高
学
歴
化
の
中
で
安

定
し
た
雇
用
に
移
行
で
き
な
い

若
者
が
増
え
て
い
る
。

　

長
寿
化
に
伴
い
、
個
人
の
職
業

的
寿
命
が
企
業
の
寿
命
を
上
回

る
こ
と
が
多
く
な
る
時
代
に
お

い
て
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
個
々
人

が
キ
ャ
リ
ア
形
成
の
あ
り
方
を
考
え
て
い
く

必
要
が
あ
る
。
職
場
に
お
い
て
、
若
年
者
は

年
齢
や
勤
続
を
重
ね
て
も
下
の
世
代
が
増
え

ず
、
年
齢
に
応
じ
て
役
割
が
変
わ
る
こ
と
が

少
な
く
な
る
た
め
、
年
齢
を
基
準
と
し
な
い

キ
ャ
リ
ア
目
標
の
設
定
が
必
要
と
な
る
。

　

若
年
者
は
、
現
在
の
中
高
年
者
と
比
較
し

て
顕
著
に
非
正
規
雇
用
比
率
が
高
く
、
そ
の

こ
と
が
そ
の
後
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
に
大
き
く

影
響
し
つ
つ
あ
る
。
大
学
新
卒
者
の
四
人
に

一
人
が
ス
タ
ー
ト
ラ
イ
ン
で
安
定
的
雇
用
に

就
け
な
い
現
状
か
ら
、
若
年
者
が
中
高
齢
期

に
達
し
た
段
階
で
の
賃
金
水
準
や
社
会
保
険

の
適
用
状
況
が
現
在
の
中
高
年
層
と
大
き
く

異
な
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

図表１　就職者の全体構成の推移（学校種別）

※専修学校制度は昭和51年度に創設。
資料出所：中央教育審議会「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育のあり方について

（答申）」（2011年１月31日）注釈関係資料（データ編）
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こ
の
よ
う
な
問
題
に
対
応
す
る
た
め
に
は
、

非
正
規
雇
用
か
ら
正
規
雇
用
へ
の
転
換
を
促

進
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
個
人
の

能
力
開
発
や
就
労
努
力
に
は
限
界
が
あ
り
、

処
遇
や
社
会
保
険
制
度
の
あ
り
方
な
ど
、
正

規
雇
用
と
非
正
規
雇
用
の
間
の
格
差
縮
小
に

向
け
た
抜
本
的
な
対
策
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

若
年
者
雇
用
対
策
の
概
要

　

日
本
の
若
年
者
雇
用
対
策
は
、
で
き
る
だ

け
早
期
に
体
系
的
な
キ
ャ
リ
ア
教
育
を
開
始

し
、
労
働
市
場
へ
の
円
滑
な
移
行
を
確
保
す

高
等
教
育
か
ら
労
働
市
場
へ
の
移
行
の
現
状
と
課
題

小
杉
礼
子　

特
任
フ
ェ
ロ
ー

る
仕
組
み
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
労
働
市

場
参
入
後
は
教
育
訓
練
の
充
実
等
に
よ
り
正

規
雇
用
を
拡
大
し
、
労
働
市
場
へ
の
参
加
の

準
備
が
で
き
て
い
な
い
若
者
を
就
労
に
向
け

て
サ
ポ
ー
ト
す
る
と
い
っ
た
流
れ
で
組
み
立

て
ら
れ
て
い
る
。

　

若
年
者
雇
用
対
策
は
、
①
新
卒
者
・
既
卒

者
の
就
職
支
援
、
②
正
規
雇
用
化
の
促
進
、

③
職
業
的
自
立
支
援
の
強
化
、
④
キ
ャ
リ
ア

教
育
の
推
進
―
―
な
ど
の
柱
か
ら
な
る
。

　

新
卒
者
・
既
卒
者
の
就
職
支
援
は
、
学
校

か
ら
労
働
市
場
へ
の
移
行
を
円
滑
に
し
、
未

就
職
卒
業
者
を
で
き
る
だ
け
少
な
く

す
る
と
と
も
に
、
未
就
職
卒
業
者
が

で
き
る
だ
け
早
期
に
就
職
で
き
る
よ

う
に
す
る
た
め
の
支
援
策
で
あ
る
。

「
新
卒
者
応
援
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
」（
二

〇
一
二
年
四
月
一
日
現
在
全
国
五
七

カ
所
）
を
拠
点
に
、
広
域
的
な
求
人

情
報
の
提
供
、就
職
支
援
セ
ミ
ナ
ー
・

面
接
会
の
開
催
、
ジ
ョ
ブ
サ
ポ
ー

タ
ー（
二
〇
一
二
年
度
二
三
〇
〇
人
）

に
よ
る
個
別
支
援
、
大
学
へ
の
出
張

相
談
な
ど
を
実
施
し
て
い
る
。

　

正
規
雇
用
化
の
促
進
は
、「
ト
ラ
イ

ア
ル
雇
用
」
な
ど
の
助
成
制
度
や

「
ジ
ョ
ブ
カ
ー
ド
」
を
活
用
し
た
職

業
訓
練
な
ど
に
よ
り
、
正
規
雇
用
を

め
ざ
す
フ
リ
ー
タ
ー
の
若
者
を
支
援

す
る
も
の
で
あ
る
。大
都
市
圏
に「
わ

か
も
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
」（
三
カ
所
）、

全
国
に「
わ
か
も
の
支
援
コ
ー
ナ
ー
」、

「
わ
か
も
の
支
援
窓
口
」
を
設
置
し
、

職
業
相
談
・
職
業
紹
介
を
行
っ
て
い

る
。

　

職
業
的
自
立
支
援
の
強
化
は
、

ニ
ー
ト
等
の
若
者
を
労
働
市
場
に
参

加
さ
せ
る
た
め
の
支
援
策
で
あ
る
。

若
者
支
援
の
実
績
や
ノ
ウ
ハ
ウ
の
あ
る
Ｎ
Ｐ

Ｏ
法
人
や
団
体
、
学
校
法
人
な
ど
が
運
営
す

る
「
地
域
若
者
サ
ポ
ー
ト
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
」

（
二
〇
一
三
年
度
一
六
〇
カ
所
予
定
）
を
中

心
に
、
地
域
密
着
型
で
実
施
し
て
い
る
。

　

キ
ャ
リ
ア
教
育
の
推
進
は
、
教
育
行
政
に

お
い
て
、
学
校
教
育
の
出
口
に
お
け
る
労
働

市
場
へ
の
移
行
を
円
滑
に
行
う
た
め
、
体
系

的
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
充
実
を
図
る
と
と
も
に
、

大
卒
労
働
力
需
給
の
変
化
と 

未
就
職
卒
業
問
題

　

新
規
学
卒
就
職
慣
行
の
枠
内
で
職

業
生
活
に
移
行
す
る
若
者
の
比
率
は

低
下
し
て
い
る
が
、
現
在
で
も
大
多

数
の
若
者
が
こ
の
慣
行
に
則
っ
て
最

初
の
就
職
先
を
得
て
い
る（
図
表
１
）。

　

二
〇
一
二
年
三
月
の
大
学
卒
業
者

に
占
め
る
就
職
者
は
六
四
％
、
大
学

院
等
へ
の
進
学
者
お
よ
び
臨
床
研
修

医
と
な
っ
た
者
は
一
五
％
、
残
る
二

一
％
が
進
学
も
就
職
も
し
て
い
な
い

未
就
職
卒
業
者
で
あ
る
。
未
就
職
卒

業
者
が
大
学
卒
業
者
に
占
め
る
比
率

は
、
二
〇
〇
〇
年
前
後
は
三
〇
％
を

超
え
て
い
た
が
、
二
〇
〇
三
年
以
降

急
速
に
低
下
し
、
最
近
は
二
〇
％
程

度
で
推
移
し
て
い
る
（
図
表
２
）。

　

大
学
卒
業
者
数
は
、
一
九
九
〇
年

か
ら
二
〇
〇
〇
年
ま
で
に
約
四
〇
万

人
か
ら
約
五
四
万
人
へ
と
増
加
し
、

そ
れ
以
降
は
五
五
万
人
前
後
で
推
移

し
て
い
る
。
未
就
職
卒
業
者
の
増
加

要
因
は
、
二
〇
〇
〇
年
前
後
ま
で
は

社
会
的
・
職
業
的
自
立
に
関
す
る
指
導
体
制

の
整
備
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
労
働
行
政
に

お
い
て
も
、
キ
ャ
リ
ア
教
育
を
サ
ポ
ー
ト
す

る
専
門
人
材
の
養
成
、
大
学
等
で
活
躍
す
る

キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
に
求
め
ら
れ
る

能
力
に
関
す
る
検
討
、
大
学
等
の
キ
ャ
リ
ア

教
育
に
活
用
す
る
テ
キ
ス
ト
等
の
開
発
・
提

供
を
行
っ
て
い
る
。

供
給
量
の
増
加
で
あ
る
が
、
こ
こ
一
〇
年
は

大
学
生
の
質
の
変
化
が
背
景
に
あ
る
。
キ
ャ

リ
ア
セ
ン
タ
ー
担
当
者
は
、
進
路
が
決
ま
ら

図表２　労働環境の変化

図表１　日本の新規学卒就職の枠内での移行者比率（学歴構成を含む）

注：新卒就職者比率＝（15 年後中卒就職者数＋ 18 年後高卒就職者＋ 20 年後短大・高専・
専門学校卒就職者数＋ 22 年後大卒就職者数＋ 24 年後大卒院修士卒就職者数＋ 27
年後大学院博士卒就職者数）／ 15 年後中学卒業者数 ×100

　　大学院卒就職者数については一部推計値。
資料出所：文部科学省「学校基本調査」

1970年 1990年 2010年

計 男 女 計 男 女 計 男 女

大学・短期大学等進学率 24.2 25.0 23.5 30.5 23.8 37.2 54.3 52.7 55.9 
新規大卒者の就職率 78.1 82.8 59.9 81.0 81.0 81.0 60.8 56.4 66.6 
労働力率（年齢計） 65.4 81.8 49.9 63.3 77.2 50.1 59.6 71.6 48.5 
労働力率（20－24歳） 75.6 80.7 70.6 73.4 71.7 75.1 68.3 67.1 69.4 
労働力率（25－29歳） 71.2 97.1 45.5 79.0 96.1 61.4 85.7 94.2 77.1 
雇用者比率
（雇用者数／就業者数） 64.9 71.5 54.7 77.4 80.8 72.3 87.3 86.7 88.2 

失業率（年齢計） 1.1 1.2 1.0 2.1 2.0 2.2 5.0 5.4 4.6 
失業率（20－24歳） 2.0 1.8 2.1 3.7 3.7 3.7 9.1 10.3 7.9 
失業率（25－29歳） 1.2 1.1 1.4 2.7 2.0 3.7 7.1 7.8 6.1 
短時間雇用者比率
（35H 未満、非農林業） 6.7 4.0 12.2 15.2 7.5 27.9 26.8 14.7 43.3 

資料出所：文部科学省「学校基本調査」、総務省統計局「労働力調査」

（%）
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な
い
ま
ま
卒
業
す
る
学
生
の
特
徴
と
し
て
、

自
分
の
意
見
や
考
え
を
上
手
く
表
現
で
き
な

い
、
何
を
し
た
ら
い
い
か
わ
か
ら
な
い
、
自

信
が
な
い
、相
談
し
な
い
、エ
ン
ト
リ
ー
シ
ー

ト
が
書
け
な
い
、
な
ど
を
あ
げ
て
い
る
。

　

大
卒
未
就
職
率
は
、
保
健
・
工
学
・
理
学
・

農
学
系
で
低
く
、
芸
術
・
人
文
科
学
・
社
会

科
学
系
で
高
い
。人
文
・
社
会
科
学
系
は
も
っ

と
も
学
生
数
が
多
く
、
卒
業
生
の
大
半
が
事

務
・
営
業
系
の
職
種
に
就
職
す
る
。
未
就
職

者
の
六
～
七
割
は
こ
の
二
つ
の
専
攻
分
野
の

出
身
者
で
あ
る
。
他
の
専
攻
分
野
で
は
特
定

の
専
門
職
や
技
術
職
で
就
職
す
る
卒
業
生
が

多
い
。
未
就
職
の
ま
ま
卒
業
す
る
学
生
の
背

景
に
は
、教
育
内
容
と
職
場
で
必
要
な
知
識
・

技
能
と
の
関
連
付
け
の
弱
さ
が
関
係
し
て
い

る
。
職
務
の
限
定
さ
れ
な
い
日
本
型
長
期
雇

用
シ
ス
テ
ム
に
お
い
て
は
、
特
定
の
専
門
職

を
除
い
て
、
職
に
就
く
こ
と
は
、
就
職
で
は

な
く
就
社
だ
と
い
う
認
識
が
広
く
共
有
さ
れ

て
き
た
。

マ
ッ
チ
ン
グ
・
プ
ロ
セ
ス
の
課
題

　

日
本
の
教
育
機
関
は
、
大
学
の
就
職
指
導

部
門
や
研
究
室
な
ど
の
大
学
組
織
を
通
じ
て

求
人
情
報
の
提
供
や
相
談
支
援
、
企
業
へ
の

推
薦
な
ど
を
行
い
、
マ
ッ
チ
ン
グ
・
プ
ロ
セ

ス
に
深
く
関
与
し
て
き
た
。
最
近
は
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
経
由
の
情
報
伝
達
が
増
加
し
、

大
学
の
求
人
情
報
伝
達
経
路
と
し
て
の
役
割

は
小
さ
く
な
り
つ
つ
あ
る
。
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
経
由
の
求
人
情
報
は
ど
の
大
学
の
学
生
も

ア
ク
セ
ス
し
や
す
く
公
平
性
が
高
い
半
面
、

知
名
度
が
高
い
企
業
に
大
量
の
応
募
者
が
集

中
し
た
り
、
信
頼
性
の
低
い
情
報
に
学
生
が

右
往
左
往
す
る
な
ど
の
課
題
も
指
摘
さ
れ
て

い
る
。
大
学
は
求
人
情
報
の
伝
達
だ
け
で
な

く
、
Ｏ
Ｂ
を
通
じ
た
水
路
付
け
や
選
択
を
支

援
す
る
相
談
・
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
機
能
を

持
っ
て
い
る
。
大
学
の
資
源
を
利
用
し
な
い

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
中
心
の
就
職
活
動
は
、
活

動
を
途
中
で
放
棄
す
る
学
生
の
増
加
に
つ
な

が
る
可
能
性
が
あ
る
。

　

最
近
の
就
職
活
動
に
つ
い
て
は
、
心
理
的

負
担
を
感
じ
る
学
生
が
増
え
て
相
談
が
増
加

し
、
取
り
組
み
状
況
の
個
人
差
が
大
き
い
な

ど
の
特
徴
や
、
キ
ャ
リ
ア
セ
ン
タ
ー
で
あ
っ

せ
ん
で
き
る
求
人
が
少
な
く
な
り
、
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
の
情
報
に
頼
り
す
ぎ
る
傾
向
な

ど
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
未
就
職
率
が
高
い

大
学
で
は
、
学
生
の
状
況
が
把
握
で
き
な
く

な
る
傾
向
や
学
生
の
強
い
有
名
企
業
志
向
が

み
ら
れ
る
。
大
学
の
あ
っ
せ
ん
機
能
の
低
下

が
未
就
職
者
増
加
の
一
因
と
な
っ
て
い
る
可

能
性
が
高
い
。

　

企
業
の
採
用
プ
ロ
セ
ス
に
お
い
て
は
、
学

生
が
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
て
一
人
七
〇

～
一
〇
〇
社
程
度
に
エ
ン
ト
リ
ー
す
る
こ
と

が
普
通
に
行
わ
れ
て
い
る
。
企
業
は
、
こ
れ

だ
け
大
量
の
学
生
を
面
接
す
る
こ
と
が
不
可

能
な
た
め
、タ
ー
ゲ
ッ
ト
大
学
の
設
定
に
よ
る

重
点
的
な
広
報
活
動
や
Ｗ
Ｅ
Ｂ
テ
ス
ト
に
よ

る
プ
レ
選
考
な
ど
を
通
じ
て
応
募
者
の
絞
り

込
み
を
行
っ
た
後
、グ
ル
ー
プ
デ
ィ
ス
カ
ッ

シ
ョ
ン
や
個
別
面
接
に
よ
る
選
考
を
実
施
す

る
。

　

面
接
の
「
足
き
り
」
と
い
え
る
応
募
者
の

絞
り
込
み
プ
ロ
セ
ス
は
、
企
業
に
エ
ン
ト

リ
ー
シ
ー
ト
を
数
多
く
送
っ
て
も
面
接
に
た

ど
り
着
け
ず
、
説
明
会
に
出
席
す
る
機
会
さ

え
な
か
な
か
得
ら
れ
な
い
学
生
の
増
加
に
つ

な
が
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
学
生
の
中
に
は
、

自
信
を
失
い
就
職
活
動
を
途
中
で
断
念
し
た

り
、
心
理
的
な
負
担
感
に
押
し
つ
ぶ
さ
れ
そ

う
に
な
る
者
も
出
て
く
る
。

大
学
教
育
の
質
的
転
換
に
向
け
た

取
り
組
み

　

中
央
教
育
審
議
会
は
二
〇
一
二
年
八
月
、

「
新
た
な
未
来
を
築
く
た
め
の
大
学
教
育
の

質
的
転
換
に
向
け
て
～
生
涯
学
び
続
け
、
主

体
的
に
考
え
る
力
を
育
成
す
る
大
学
へ
～

（
答
申
）」
を
取
り
ま
と
め
た
。
答
申
は
、

高
等
教
育
段
階
で
培
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
る

「
学
士
力
」
の
重
要
な
要
素
と
し
て
、
①
答

え
の
な
い
問
題
に
解
を
見
出
し
て
い
く
た
め

の
批
判
的
・
合
理
的
な
思
考
力
等
の
認
知
的

能
力
、
②
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
や
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ

プ
を
発
揮
し
て
社
会
的
責
任
を
担
う
、
倫
理

的
、
社
会
的
能
力
、
③
総
合
的
か
つ
持
続
的

な
学
修
経
験
に
基
づ
く
想
像
力
と
構
想
力
、

④
想
定
外
の
困
難
に
際
し
て
的
確
な
判
断
が

で
き
る
た
め
の
基
盤
と
な
る
教
養
、
知
識
、

経
験
―
―
な
ど
を
あ
げ
て
い
る
。
こ
う
し
た

能
力
を
持
っ
た
人
材
を
育
成
す
る
た
め
に
は
、

知
識
の
伝
達
・
注
入
を
中
心
と
し
た
授
業
か

ら
、
学
生
が
主
体
的
に
問
題
を
発
見
し
解
を

見
出
し
て
い
く
能
動
的
学
修（
ア
ク
テ
ィ
ブ
・

ラ
ー
ニ
ン
グ
）
へ
の
転
換
が
必
要
で
あ
る
と

し
て
、イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
、サ
ー
ビ
ス
ラ
ー

ニ
ン
グ
、
社
会
体
験
活
動
や
留
学
体
験
と

い
っ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
重
要
性
を
指
摘
し
て

い
る
。
能
動
的
学
修
を
促
す
た
め
に
必
要
な

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
多
く
は
キ
ャ
ン
パ
ス
内
で
は

完
結
せ
ず
、
地
域
社
会
や
企
業
・
産
業
界
と

の
接
点
で
構
築
さ
れ
る
。
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

に
そ
の
接
点
を
組
み
込
む
こ
と
が
学
生
の
能

動
性
を
高
め
る
。

図表２　大卒求人倍率と大卒未就職率の推移

注１： 求人倍率は求人数／求職数。求人数は、リクルー
トワークス研究所が、従業員規模５人以上の全
国の民間企業（2011 年 3 月卒対象では 7,142
社）を対象に行ったアンケート調査から推計（実
施時期はおよそ卒業の 1 年前）。求職数も同研
究所の推計。

注２： 未就職率は文部省 ｢ 学校基本調査 ｣ における「左
記以外の者」、「一時的な仕事」及び「死亡・不詳」
を合計したものを未就職者とし、これが卒業者
数に占める比率である。｢ 学校基本調査 ｣ では
進学も就職もしていない者は 1999 年までは「無
業」というカテゴリーがあったが、2000 年以
降は ｢ 左記以外の者 ｣ と表現されている。また、
2004 年からはここから ｢ 専修学校・外国の学
校等入学者 ｣ が別掲されるようになった。ここ
での未就職者には 2004 年以降の ｢ 専修学校・
外国の学校等入学者 ｣ は含まない。

資料出所：リクルートワークス研究所「大卒求人倍率
調査」、文部科学省「学校基本調査」
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若
年
労
働
力
の
需
要
供
給
の
変
化

　

韓
国
の
若
年
人
口
（
一
五
～
二
九
歳
）
は
、

一
九
九
一
年
以
降
減
少
し
、
特
に
二
〇
〇
〇

～
二
〇
〇
五
年
の
間
に
急
速
に
減
少
し
て
い

る
（
図
表
１
）。
若
年
人
口
は
一
九
八
〇
年

か
ら
二
〇
一
二
年
ま
で
の
間
に
四
三
万
二
〇

〇
〇
人
減
少
し
、
こ
れ
に
従
っ
て
就
業
者
と

失
業
者
も
減
少
し
た
が
、
非
経
済
活
動
人
口

【
韓
国
：
Ｋ
Ｌ
Ｉ
】

韓
国
の
若
年
雇
用
問
題
の
核
心
争
点
と
政
策
方
向

ナ
ム
・
ジ
ェ
リ
ャ
ン　

労
働
政
策
分
析
室
長

は
逆
に
四
六
万
五
〇
〇
〇
人
増
加
し
て
い
る
。

　

若
年
就
業
者
は
、
一
九
八
〇
年
か
ら
二
〇

一
二
年
ま
で
の
間
に
七
〇
万
四
〇
〇
〇
人
減

少
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
若
年
就
業
者
の

大
幅
な
減
少
は
、
同
期
間
の
若
年
人
口
の
減

少
規
模
（
四
三
万
二
〇
〇
〇
人
）
を
大
き
く

上
回
っ
て
い
る
。
つ
ま
り
若
年
労
働
力
供
給

の
減
少
よ
り
も
労
働
需
要
の
減
少
の
ほ
う
が

は
る
か
に
大
き
い
。

大
学
進
学
率
の
急
上
昇
と 

若
年
層
の
動
態
的
特
性

　

大
学
進
学
率（
短
期
大
学
と
四
年
制
大
学
）

が
一
九
九
〇
年
代
前
半
か
ら
急
上
昇
し
、
二

〇
〇
九
年
に
は
八
三
・
八
％
に
達
し
た
。
大

学
進
学
率
の
急
激
な
上
昇
は
、
高
学
歴
の
若

年
者
の
供
給
を
増
大
さ
せ
、
需
給
の
不
一
致

や
深
刻
化
を
も
た
ら
し
た
。
こ
の
た
め
、
不

本
意
な
が
ら
中
小
企
業
に
就
職
す
る
「
下
方

就
業
」
が
起
こ
る
と
と
も
に
、
就
業
困
難
に

陥
る
若
年
者
が
大
幅
に
増
加
し
た
。

　

し
か
し
、
大
学
進
学
率
は
二
〇
〇
九
年
に

減
少
に
転
じ
、
二
〇
一
一
年
ま
で
減
少
し
続

け
て
い
る
。

　

若
年
者
の
非
正
規
雇
用
割
合
は
、
二
〇
一

一
年
八
月
現
在
、
三
四
・
〇
％
で
あ
る
。
全

体
の
非
正
規
雇
用
割
合
は
三
四
・
二
％
（
二

〇
一
一
年
）
で
若
年
者
と
差
が
な
く
、
若
年

層
の
雇
用
の
質
が
他
の
年
齢
層
と
比
べ
て
著

し
く
悪
い
と
は
い
え
な
い
。

　

若
年
者
の
失
業
率
が
高
い
の
は
、
頻
繁
に

離
職
す
る
た
め
で
あ
る
。
つ
ま
り
就
職
で
き

な
い
の
で
は
な
く
、
就
職
し
た
職
場
を
あ
っ

さ
り
離
れ
て
し
ま
う
の
で
あ
る
。
韓
国
の
若

年
者
の
離
職
率
は
、
三
〇
～
五
四
歳
層
の
三

倍
と
な
っ
て
い
る
。

　

若
年
層
が
頻
繁
に
離
職
す
る
理
由
は
、
①

職
場
に
つ
い
て
多
く
の
情
報
を
持
っ
て
お
ら

ず
、
自
身
に
合
っ
た
職
場
を
探
す
た
め
に
試

行
錯
誤
を
重
ね
、
頻
繁
に
離
職
す
る
こ
と
、

②
職
場
を
通
じ
て
得
ら
れ
る
収
益
の
発
生
期

間
が
他
の
年
齢
層
に
比
べ
て
は
る
か
に
長
い

こ
と
―
―
な
ど
と
考
え
ら
れ
る
。

若
年
層
の
非
労
働
力
化
と 

そ
の
要
因
分
析

　

二
〇
一
二
年
の
韓
国
の
若
年
者
の
就
業
率

は
、
一
五
～
二
四
歳
で
二
三
・
〇
％
、
一
五

～
二
九
歳
で
四
〇
・
三
％
と
な
っ
て
い
る
。

一
五
～
二
四
歳
の
就
業
率
は
先
進
諸
国
（
英

米
独
仏
日
）
の
中
で
も
っ
と
も
低
く
、
一
五

～
二
九
歳
の
就
業
率
も
フ
ラ
ン
ス
と
日
本
に

次
い
で
低
い
。

　

他
方
、
若
年
者
の
就
業
率
に
対
す
る
全
体

の
就
業
率
の
割
合
は
、
一
五
～
二
四
歳
で
は

二
・
八
倍
と
他
国
に
比
べ
て
非
常
に
高
い
。

つ
ま
り
若
年
の
就
業
率
が
、
全
体
の
就
業
率

に
比
べ
て
大
幅
に
低
い
。

　

韓
国
の
若
年
層
の
低
い
就
業
率
は
、
非
常

に
重
要
な
特
徴
で
あ
り
、
深
刻
な
問
題
と

な
っ
て
い
る
。
若
年
層
の
非
経
済
活
動
人
口

の
割
合
が
高
い
こ
と
は
、
若
年
層
が
労
働
市

場
に
参
入
し
な
い
で
働
き
も
せ
ず
、
働
く
意

思
も
持
た
ず
求
職
も
し
て
い
な
い
ニ
ー
ト
の

状
態
に
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

　

若
年
層
に
お
け
る
非
求
職
ニ
ー
ト
は
、
一

九
九
六
年
は
二
六
万
七
〇
〇
〇
人
（
一
・

七
％
）に
す
ぎ
な
か
っ
た
が
、二
〇
一
一
年
に

は
一
〇
〇
万
八
〇
〇
〇
人（
七
・
五
％
）に
増

加
し
て
い
る（
図
表
２
）。
若
年
層
一
〇
〇
人

の
う
ち
七
・
五
人
が
非
求
職
ニ
ー
ト
で
あ
り
、

求
職
ニ
ー
ト
と
合
わ
せ
る
と
一
〇
人
に
近
い
。

こ
う
し
た
状
況
は
、
社
会
的
に
も
経
済
的
に

も
大
き
な
負
担
と
な
ら
ざ
る
を
得
な
い
。

　

経
済
活
動
人
口
調
査
の
結
果
に
よ
る
と
、

若
年
非
求
職
ニ
ー
ト
の
活
動
状
態
は
、「
休
ん

で
い
た
」
と
い
う
回
答
が
も
っ
と
も
多
く
、

三
八
・
五
％
を
占
め
て
い
る
。「
休
ん
で
い
た
」

と
「
就
業
準
備
」、「
進
学
準
備
」
と
回
答
し

た
者
を
合
わ
せ
る
と
、二
〇
一
一
年
は
八
五
・

九
％
に
達
し
て
い
る
。

　

若
年
者
の
非
求
職
ニ
ー
ト
化
す
な
わ
ち
非

労
働
力
化
現
象
の
原
因
は
何
だ
ろ
う
か
。
ま

ず
、
大
学
進
学
率
の
急
激
な
上
昇
に
よ
り
、

高
学
歴
の
若
年
者
の
労
働
力
供
給
が
過
剰
状

図表１　若年雇用関連の主な指標

図表２　若年ニートの現状と推移

人口数 就業者 失業者 非経済 
活動人口

経済活動
参加率 失業率 就業率

1980 9,949 4,547 469 4,933 50.4 9.4 45.7

1985 11,242 4,702 389 6,151 45.3 7.6 41.8

1990 11,531 5,022 290 6,219 46.1 5.5 43.6

1991 12,121 5,496 314 6,311 47.9 5.4 45.3

1995 11,734 5,443 263 6,028 48.6 4.6 46.4

2000 11,243 4,879 402 5,962 47.0 7.6 43.4

2005 9,920 4,450 366 5,104 48.5 7.6 44.9

2010 9,705 3,914 308 5,484 43.5 7.3 40.3

2012 9,517 3,843 277 5,398 43.3 6.7 40.4

差
(2012-1991)

-2,604
(100.0)

-1,653
(63.5)

-37
(1.4)

-913
(35.1) -4.6 1.3 -4.9

※ 若年は 15 ～ 29 歳、経済活動状態の区分は長期比較のため求職期間 1 週を基準

1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2011

15～34歳の
人口

15,392
(100.0)

15,803
(100.0)

15,461
(100.0)

15,009
(100.0)

14,504
(100.0)

13,937
(100.0)

13,696
(100.0)

13,545
(100.0)

13,468
(100.0)

ニート 511
(3.3)

1,022
(6.5)

940
(6.1)

946
(6.3)

1,214
(8.4)

1,267
(9.1)

1,249
(9.1)

1,344
(9.9)

1,327
(9.9)

求職ニート 245
(1.6)

606
(3.8)

396
(2.6)

352
(2.3)

407
(2.8)

386
(2.8)

331
(2.4)

349
(2.6)

319
(2.4)

非求職ニート 267
(1.7)

416
(2.6)

544
(3.5)

595
(4.0)

806
(5.6)

881
(6.3)

918
(6.7)

996
(7.3)

1,008
(7.5)

非ニート 14,880
(96.7)

14,781
(93.5)

14,521
(93.9)

14,063
(93.7)

13,290
(91.6)

12,671
(90.9)

12,447
(90.9)

12,200
(90.1)

12,141
(90.1)

（単位：千人、％）

（単位：千人、％）
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海外労働事情

態
に
陥
り
、
求
職
活
動
を
行
う
よ
り
も
、
大

学
に
長
期
間
在
学
し
た
り
大
学
院
に
進
学
し

た
り
大
学
を
休
学
す
る
誘
因
が
生
ま
れ
る
。

労
働
市
場
に
新
規
参
入
し
た
若
年
者
の
ほ
と

ん
ど
は
、
失
業
状
態
で
も
失
業
手
当
が
支
給

さ
れ
な
い
た
め
、
失
業
状
態
に
と
ど
ま
る
理

由
が
な
い
。
そ
れ
ば
か
り
か
失
業
状
態
は
、

今
後
の
就
業
に
向
け
た
履
歴
書
に
悪
影
響
を

与
え
か
ね
な
い
。
つ
ま
り
、
烙
印
効
果
を
避

け
る
た
め
、
若
年
層
は
非
労
働
力
化
を
選
択

す
る
可
能
性
が
あ
る
。
同
様
の
理
由
で
、
大

学
休
学
率
が
一
九
九
六
年
以
降
急
上
昇
し
、

こ
の
傾
向
が
二
〇
〇
五
年
ま
で
続
い
て
い
る
。

こ
れ
は
大
卒
者
の
供
給
過
剰
を
示
す
も
う
一

つ
の
証
拠
と
い
え
る
。

就
業
率
重
視
と
能
力
中
心
社
会
の

具
現
化

　

韓
国
に
お
け
る
若
年
者
雇
用
問
題
の
核
心

は
、
若
年
者
の
非
労
働
力
化
に
あ
る
。
さ
ま

二
〇
〇
三
年
以
降
の
若
年
者
雇
用

対
策
の
推
進
状
況

　

若
年
者
雇
用
対
策
は
、
二
〇
〇
三
年
に
盧

武
鉉
政
権
が
初
め
て
策
定
・
推
進
し
た
。
そ

の
後
、
若
年
者
雇
用
問
題
が
さ
ら
に
深
刻
化

し
た
た
め
、
政
府
は
一
～
二
年
ご
と
に
総
合

対
策
や
短
期
対
策
を
発
表
し
、
二
〇
一
二
年

ま
で
計
一
二
回
に
わ
た
る
若
年
者
雇
用
対
策

を
実
施
し
た
（
図
表
１
）。

　

若
年
者
雇
用
対
策
は
、主
に
現
場
研
修（
職

場
体
験
）、
短
期
雇
用
の
提
供
、
職
業
訓
練
、

海
外
研
修
・
就
業
支
援
、
イ
ン
フ
ラ
拡
充
の

五
つ
の
分
野
で
実
施
さ
れ
た
。

ざ
ま
な
要
因
が
背
景
に
あ
る
若
年
者
雇
用
問

題
に
対
処
す
る
た
め
に
は
、
多
方
面
か
つ
多

角
的
な
取
り
組
み
が
必
要
で
あ
る
。

　

ま
ず
、
失
業
率
で
は
な
く
就
業
率
を
重
要

指
標
と
し
、
就
業
率
を
通
じ
て
若
年
労
働
市

場
の
重
要
な
変
化
を
読
み
取
り
、
適
切
に
対

応
す
る
必
要
が
あ
る
。

　

次
に
、
学
閥
や
学
歴
中
心
で
は
な
い
、
能

力
中
心
社
会
の
実
現
が
重
要
課
題
と
な
っ
て

い
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
大
学
改
革
に
向
け

た
取
り
組
み
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

ま
た
、
就
職
後
の
賃
金
面
で
の
学
歴
差
別
に

つ
い
て
も
、
厳
密
な
分
析
を
行
い
対
処
す
る

必
要
が
あ
る
。
同
時
に
、
ド
イ
ツ
な
ど
の
欧

州
諸
国
が
実
施
し
て
い
る
、
学
校
教
育
と
産

業
現
場
の
職
業
訓
練
を
融
合
さ
せ
た
デ
ュ
ア

ル
シ
ス
テ
ム
も
参
考
に
す
べ
き
で
あ
る
。
韓

国
の
実
情
に
合
わ
せ
て
こ
の
制
度
を
う
ま
く

導
入
す
れ
ば
、
能
力
と
実
力
を
主
体
と
し
た

社
会
の
定
着
に
役
立
つ
は
ず
で
あ
る
。

韓
国
の
若
年
者
雇
用
対
策
の
推
進
状
況
と
評
価

パ
ク
・
ソ
ン
ジ
ェ　

専
門
委
員

　

盧
武
鉉
政
権
は
、
雇
用
サ
ー
ビ
ス
イ
ン
フ

ラ
の
拡
大
と
職
業
進
路
指
導
を
強
調
し
た
。

李
明
博
政
権
は
、
若
年
イ
ン
タ
ー
ン
事
業
を

大
幅
に
強
化
し
、
雇
用
サ
ー
ビ
ス
分
野
で
の

民
間
委
託
を
促
進
し
た
。
ま
た
、
地
方
大
学

の
卒
業
生
を
対
象
と
し
た
若
年
雇
用
割
当
制

や
過
度
な
大
学
進
学
率
を
低
下
さ
せ
る
た
め

の
企
業
大
学
の
拡
大
を
推
進
し
た
。

　

若
年
者
雇
用
対
策
関
連
の
政
府
予
算
は
、

二
〇
〇
三
年
度
は
三
六
二
三
億
ウ
ォ
ン
に
過

ぎ
な
か
っ
た
が
、
二
〇
一
一
年
は
一
兆
六
四

四
四
億
ウ
ォ
ン
へ
と
増
加
し
、
二
〇
一
二
年

に
は
前
年
比
三
〇
％
増
の
二
兆
一
四
〇
二
億

ウ
ォ
ン
に
達
し
た
。
し
か
し
、
若
年
層
の
雇

用
情
勢
は
依
然
と
し
て
改
善
し
て
お
ら
ず
、

若
年
者
雇
用
政
策
の
実
効
性
が
疑
問
視
さ
れ

て
い
る
。
そ
の
た
め
、
積
極
的
労
働
市
場
政

策
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
効
率
性
を
高
め
、
雇
用
創

出
の
成
果
を
拡
大
す
る
た
め
の
制
度
改
善
に

継
続
的
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。
以
下
で

は
、
若
年
者
雇
用
対
策
事
業
を
事
業
類
型
ご

と
に
区
分
し
、
こ
れ
ま
で
の
評
価
と
制
度
改

善
点
を
提
示
す
る
。

〇
若
年
イ
ン
タ
ー
ン（
政
府
及
び
公
共
機
関
）

　

景
気
後
退
期
に
短
期
雇
用
を
提
供
す
る
目

的
で
、
政
府
主
導
の
イ
ン
タ
ー
ン
事
業
を
推

進
し
て
き
た
。
し
か
し
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
細

部
が
整
備
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
短
期
的
か

つ
臨
時
的
雇
用
で
死
重
損
失
の
割
合
が
高
く
、

各
省
庁
間
で
類
似
事
業
が
多
い
と
批
判
さ
れ

た
。
今
後
は
、
学
校
・
企
業
間
の
ミ
ス
マ
ッ

チ
解
消
と
労
働
市
場
へ
の
移
行
と
い
う
大
き

な
枠
組
み
で
イ
ン
タ
ー
ン
制
を
実
施
し
て
い

く
必
要
が
あ
る
。

〇
中
小
企
業
イ
ン
タ
ー
ン

　

中
小
企
業
イ
ン
タ
ー
ン
は
、
未
就
労
の
若

年
層
の
就
業
可
能
性
を
高
め
、
中
小
企
業
の

人
手
不
足
の
解
消
を
図
る
目
的
で
二
〇
〇
九

年
に
導
入
さ
れ
た
。
正
規
雇
用
へ
の
転
換
率

が
当
初
の
目
標
値
（
七
〇
％
）
を
上
回
り
、

実
質
的
な
雇
用
創
出
に
貢
献
し
、
中
途
離
職

率
も
低
か
っ
た
。
参
加
者
の
満
足
度
も
高
く
、

製
造
業
の
技
能
人
材
不
足
解
消
に
大
き
な
成

果
を
あ
げ
て
い
る
。

〇
グ
ロ
ー
バ
ル
リ
ー
ダ
ー
養
成

　

グ
ロ
ー
バ
ル
リ
ー
ダ
ー
養
成
事
業
は
、
李

明
博
政
権
が
二
〇
〇
八
年
に
国
家
競
争
力
強

化
及
び
若
年
層
の
海
外
就
業
機
会
の
拡
大
を

目
的
に
推
進
し
た
。
実
績
は
、
中
途
脱
落
率

が
高
く
、
事
業
成
果
で
あ
る
就
職
率
が
低
い
。

事
業
効
果
を
高
め
る
た
め
に
は
、
海
外
で
の

人
材
需
要
分
析
、
教
育
訓
練
、
就
業
支
援
及

び
事
後
管
理
を
体
系
的
に
提
供
す
る
必
要
が

あ
る
。

〇
国
内
イ
ン
タ
ー
ン

　

民
間
企
業
が
自
主
的
に
実
施
す
る
イ
ン

タ
ー
ン
制
は
、
多
く
の
企
業
が
人
材
選
抜
の

一
つ
の
方
法
と
し
て
活
用
し
て
い
る
。
政
府

支
援
の
イ
ン
タ
ー
ン
制
（
職
場
体
験
）
は
、

研
修
成
果
が
不
十
分
で
中
途
脱
落
率
が
高
い

た
め
、
大
部
分
が
廃
止
さ
れ
た
。

〇
雇
用
補
助
金

　

若
年
者
新
規
雇
用
促
進
奨
励
金
は
、
中
小

企
業
の
人
手
不
足
解
消
に
大
き
な
効
果
が
あ

り
、
女
性
の
就
業
率
を
高
め
た
。
中
小
企
業

の
賃
金
負
担
緩
和
や
就
職
困
難
層
に
対
す
る

図表１　2003年以降の政府の若年雇用対策推進状況

年月 対策名 区分 年月 対策名 区分

2003. 9 若年失業総合対策 総合対策 2008. 8 若年雇用促進対策 総合対策

2005. 1 若年雇用促進対策 総合対策 2009. 2 若年中小企業ミスマッチ
解消 部門対策

2006. 3 海外就職促進対策 部門対策 2009. 3 若年雇用追加対策 総合対策

2006. 4 高卒以下若年雇用
促進対策 部門対策 2010.10 若年層の自分の

仕事づくり（一次） 総合対策

2007. 4 若年失業補完対策 総合対策 2011. 5 若年層の自分の
仕事づくり（二次） 総合対策

2008. 4 グローバル青年
リーダー養成 部門対策 2011. 9 開かれた雇用社会実現対策 総合対策

資料出所：雇用労働部報道資料（各年度）
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海外労働事情

雇
用
促
進
に
も
寄
与
し
た
。

　

中
小
企
業
専
門
人
材
活
用
奨
励
金
事
業
は
、

雇
用
成
長
率
と
新
規
採
用
規
模
の
面
で
肯
定

的
に
評
価
で
き
る
。
た
だ
し
、
死
重
損
失
を

減
ら
し
、
支
援
手
続
き
を
簡
素
化
す
る
必
要

が
あ
る
。

　

補
助
金
制
度
は
、
需
要
が
一
時
的
に
減
少

し
た
企
業
と
長
期
失
業
の
恐
れ
の
あ
る
労
働

者
に
対
象
を
絞
る
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
問

題
点
が
解
消
し
た
ら
即
時
に
廃
止
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

〇
若
年
層
ニ
ュ
ー
ス
タ
ー
ト
（
就
業
成
功

パ
ッ
ケ
ー
ジ
）

　

二
〇
〇
八
年
に
導
入
さ
れ
た
若
年
層

ニ
ュ
ー
ス
タ
ー
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
就
業
の

困
難
な
若
年
層
を
対
象
に
、
個
人
に
特
化
し

た
総
合
就
業
支
援
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
。

第
一
段
階
で
個
別
相
談
及
び
職
業
指
導
プ
ロ

グ
ラ
ム
（
三
週
～
一
カ
月
）
を
提
供
し
、
第

二
段
階
で
職
場
体
験
あ
る
い
は
職
業
訓
練
の

よ
う
な
職
業
能
力
向
上
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
最
大

八
カ
月
）
を
行
い
、
第
三
段
階
で
は
集
中
的

に
就
職
を
斡
旋
す
る
（
三
カ
月
）。

　

若
年
層
ニ
ュ
ー
ス
タ
ー
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、

二
〇
一
一
年
に
就
業
成
功
パ
ッ
ケ
ー
ジ
に
統

合
さ
れ
て
継
続
実
施
さ
れ
て
い
る
。

若
年
者
雇
用
対
策
事
業
の
総
括
評
価

　

韓
国
の
若
年
者
雇
用
問
題
は
、
単
な
る
学

校
か
ら
労
働
市
場
へ
の
移
行
の
問
題
で
は
な

く
、
教
育
と
労
働
市
場
の
構
造
的
な
問
題
か

ら
生
じ
て
い
る
た
め
、
短
期
的
な
仕
事
の
提

供
か
ら
職
場
体
験
、
職
業
訓
練
、
雇
用
サ
ー

ビ
ス
な
ど
、
多
様
な
方
面
で
事
業
を
推
進
し

て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　

先
進
国
の
若
年
者
雇
用
対
策
事
業
の
成
果

評
価
で
わ
か
っ
た
こ
と
は
、
若
年
層
の
失
業

を
劇
的
に
解
消
す
る
た
め
の
特
効
薬
は
存
在

せ
ず
、
既
存
の
制
度
を
融
合
し
、
シ
ナ
ジ
ー

効
果
を
最
大
限
に
引
き
出
す
方
法
を
模
索
す

る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
い
う
点
で
あ
る
。

若
年
者
雇
用
対
策
の
効
率
を
高
め
る
た
め
に

は
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
対
象
層
を
適
切
に
設
定

し
、
個
別
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
よ
り
も
多
様
な

サ
ー
ビ
ス
を
統
合
し
、
包
括
的
な
プ
ロ
グ
ラ

ム
と
し
て
提
供
す
る
こ
と
が
効
果
的
で
あ
る
。

　

若
年
者
雇
用
対
策
事
業
の
う
ち
、
雇
用

サ
ー
ビ
ス
イ
ン
フ
ラ
拡
充
と
職
業
訓
練
は
、

人
材
の
需
給
ミ
ス
マ
ッ
チ
を
減
ら
す
こ
と
に

焦
点
を
絞
り
、
継
続
的
に
推
進
し
て
い
く
必

要
が
あ
る
。
賃
金
補
助
金
と
雇
用
補
助
金
は
、

事
業
の
対
象
と
目
標
を
明
確
に
設
定
し
て
実

施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
イ
ン
タ
ー
ン
事

業
は
類
似
・
重
複
が
多
く
、
事
業
間
の
連
携

強
化
及
び
統
合
の
必
要
性
が
高
い
。
中
小
企

業
イ
ン
タ
ー
ン
、
国
内
イ
ン
タ
ー
ン
、
就
業

成
功
パ
ッ
ケ
ー
ジ
は
、
相
対
的
に
事
業
成
果

が
高
い
。

　

韓
国
の
若
年
者
雇
用
対
策
の
最
も
大
き
な

問
題
は
、
体
系
的
で
統
合
的
な
枠
組
み
で
実

施
さ
れ
ず
、
省
庁
ご
と
に
異
な
っ
た
プ
ロ
グ

ラ
ム
を
各
々
競
っ
て
実
施
す
る
た
め
、
事
業

の
効
果
が
期
待
さ
れ
た
レ
ベ
ル
に
達
し
て
い

な
い
こ
と
で
あ
る
。
し
か
し
、
進
路
指
導
相

談
か
ら
就
業
支
援
ま
で
の
全
過
程
に
お
い
て

個
人
に
特
化
し
た
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
就

業
成
功
パ
ッ
ケ
ー
ジ
は
、
総
合
的
・
集
中
的

就
業
支
援
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
適
切
に
設
計
さ

れ
て
い
る
と
い
え
る
。
若
年
層
は
低
所
得
層

と
異
な
り
、
社
会
福
祉
シ
ス
テ
ム
に
依
存
し

続
け
る
可
能
性
が
低
く
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
適

切
に
設
計
・
運
営
す
れ
ば
、
高
い
効
果
が
期

待
で
き
る
。
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